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2021
（令和3） えにしアカデミー開学

女性のつながりサポート事業開始
子ども・若者ケアラー実態調査

滋賀県地域養護推進協議会設立
滋賀県「緊急事態宣言」の対象地域に

東京2020オリンピック・パラリンピック開催
改正障害者差別解消法公布
「地域共生社会の実現のための社会福祉
法等の一部を改正する法律」公布

2020
（令和2） 滋賀の子どものほほえむ力サポート事業開始

「滋賀県における生活福祉資金緊急小口資金
等の特例貸付利用世帯の状況」の発行
生活福祉資金特例貸付開始

「新型コロナウイルス感染症対策のための
避難所運営ガイドライン」策定�[04]
「保育士が笑顔で働ける、居心地がよく働
きがいのある滋賀の保育所」認定制度ス
タート�[04]
森林など自然と触れ合うことを重点におい
た保育や幼児教育をする団体の認定制度
スタート�[04]
「滋賀県災害派遣福祉チームの派遣調整
に関する協定」締結

2019年時点の子どもの貧困率が13.5％
「新子育て安心プラン」の策定�[04]
「社会的養護経験者全国交流会」開催�
[04]
新型インフルエンザ等対策特別措置法に
基づく初の「緊急事態宣言」発令�[04]
「緊急小口資金等の特例貸付」開始�
[04]
東京2020オリンピック・パラリンピックの延
期決定�[04]
◆新型コロナウイルス感染症患者国内で
初の確認

2019
（平成31・
令和元）

縁アカデミー　プレ企画実施
2019年度近畿地域福祉学会滋賀大会の開催
滋賀県内郵便局と包括連携に関する協定締結
第二次滋賀県社会福祉協議会経営計画策定

「子ども食堂大交流会」開催
縁特別会員制度施行
滋賀の縁創造実践センター継承に伴う定款一
部変更（目的・事業・名称・経営の原則等を変更
し、県社協が目指す地域福祉を明確に定義。）
"おめでとうからありがとうまで"公私協働の福
祉しが連携協定改定

「滋賀県障害者差別のない共生社会づく
り条例」公布�[09]
「しがアクティブシニア相談窓口」開設�
[09]

◆台風19号により7 県68河川で堤防
125カ所が決壊�[04]
消費税率が 8％から10％に引上げ
「児童虐待防止対策の強化を図るための
児童福祉法等の一部を改正する法律」公
布�[04]
国内初となる重度障害のある国会議員誕
生�[04]
「旧優生保護法に基づく優生手術等を受
けた者に対する一時金の支給等に関する
法律」公布�[04]

2018
（平成30） 滋賀県、大津市と「滋賀の福祉人の育成に関す

る協定」締結
「みんなあつまれ！子ども食堂フェスタ」開催
「子ども食堂つながりネットワークSHIGA」発

足
西日本豪雨による岡山県倉敷市等への職員派
遣
滋賀県社会福祉研修センター開設
広報誌「季刊ひたすらなるつながり」創刊号発
行

「改正バリアフリー法」公布�[04]
◆北海道胆振東部地震発生
企業や行政機関などに一定割合の障害
者雇用を義務付ける制度をめぐり、所管す
る厚生労働省や国土交通省など複数の
中央省庁が実績を水増ししていたことが判
明�[04]
「高齢社会対策大綱」閣議決定�[07]
「改正生活困窮者自立支援法」公布�
[07]

2017
（平成29）「子どもの笑顔はぐくみプロジェクト」開始 [04]

「えにしの日」（3/11）、「えにし週間」（3/9～15）
を制定 [04]

「この子らを世の光に～子ども食堂全国交流会
inしが」開催 [04]

「改正介護保険法」公布�[07]
◆西日本豪雨発生
「離職介護福祉士等届出制度」開始�
[07]

2016
（平成28） 社会福祉法改正に基づき定款全文変更 [04]

津久井やまゆり園殺傷事件をうけ、県内障害福
祉サービス事業所長への緊急アンケート調査
を実施 [04]
滋賀の縁創造実践センターと県民生委員児童
委員協議会連合会がひとり親家庭に関する共
同調査を実施 [04]

「遊べる・学べる淡海子ども食堂」第1回県域交
流会開催 [04]
第一次滋賀県社会福祉協議会経営計画～
Itoga-ismの継承と発展～策定

滋賀県危機管理センター開所�[04]
「滋賀県人権施策推進計画～すべての人
が輝く滋賀をめざして～」改定�[09]
「滋賀県大津・高島子ども家庭相談セン
ター」開設�[04]

「改正社会福祉法」公布�[07]
中央共同募金会、共同募金運動70周年
にあたり「赤い羽根福祉基金」創設�[07]
◆熊本地震発生
「ニッポン一億総活躍プラン」閣議決定�
[07]
「改正障害者総合支援法」公布�[07]
「改正児童福祉法」公布�[07]
知的障害者入所施設「津久井やまゆり園」

（神奈川県相模原市）において、元職員に
よる入所者等の殺傷事件が発生�[07]

年表（2021〜1945）
※各項目[　]内は出典資料（143頁別表）を示す。
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厚労省「『我が事・丸ごと』地域共生社会
実現本部」設置�[07]

2015�
（平成27） ひきこもりの方やその家族への支援甲賀モデル

事業開始
「第１回滋賀県社会福祉大会」開催 [04]
「地域に子ども食堂をつくろう！」研修会の開催 

[03]
淡海子ども食堂モデル事業の募集を開始 [03]
ハローわくわく仕事体験開始

「第1回“滋賀の縁”認証式」開催
フリースペース事業開始
淡海子ども食堂プロジェクトチームを設置。淡
海子ども食堂の推進策、支援策について検討を
はじめる

滋賀県と滋賀県老人福祉施設協議会が
「災害時における高齢者福祉施設等への
支援に関する基本協定」を締結�[04]

厚生労働大臣決定「障害者差別解消法
福祉事業者向けガイドライン」公表�[07]
「少子化社会対策大綱」閣議決定�[07]
「障害者差別解消法基本方針」閣議決定�
[07]
厚労省認知症施策推進総合戦略「新オレ
ンジプラン」策定�[07]

2014�
（平成26）「滋賀の縁創造実践センター」発足 [03]

滋賀県介護・福祉人材センターが草津駅前エ
ルティ932に移転 [04]
長浜市市民交流センター内に「湖北介護・福祉
人材センター」開設 [04]
滋賀の縁創造実践センター設立準備会総会 
[03]
滋賀県災害時要配慮者支援ネットワーク会議
設置
県と"おめでとうからありがとうまで"公私協働
の福祉しが連携協定締結 [03]

糸賀一雄生誕100年を記念した「糸賀一
雄展」開催�[04]

「子供の貧困対策に関する大綱」閣議決
定�[07]
文科省と厚労省「放課後子ども総合プラ
ン」策定・通知�[07]
「介護・障害福祉従事者の人材確保・処
遇改善法」公布�[07]
「規制改革実施計画」閣議決定（介護・保
育事業等における経営管理の強化とイ
コールフッティング確立等）�[07]
「地域医療・介護総合確保促進法」公布�
[07]
「改正次世代育成支援対策推進法」公布�
[07]
消費税率が 5％から8％に引上げ�[07]
「障害者権利条約」批准（ 2 月発効）�
[07]

2013�
（平成25） 台風18号災害により滋賀県災害ボランティア

センターが非常時体制へ移行 [05]
常設型災害ボランティアセンター設置

「障害者医療福祉相談モール」開設�[04]
第55回ヴェネチア・ビエンナーレ国際美術
館に、アール・ブリュットを代表する作家の
一人である澤田真一さんの作品が出展�
[04]
「滋賀県福祉用具相談プラザ」開設�[04]
「滋賀県車いす使用者等駐車場利用証
制度」開始�[04]
滋賀県保育士・保育所支援センター」が厚
生会館に開設�[04]
「アール・ブリュットネットワーク」設立。記念
フォーラム開催�[04]

「社会保障制度改革プログラム法」公布�
[07]
「生活困窮者自立支援法」公布�[07]
「障害者の権利に関する条約の締結につ
いて承認を求める件」臨時国会において
可決�[07]
◆台風30号フィリピン上陸、甚大な被害発
生�[07]
「第 3 次障害者基本計画」（平成25年度
～29年度）閣議決定�[07]
「子どもの貧困対策法」公布�[07]
「障害者差別解消法」公布�[07]
「改正精神保健福祉法」公布�[07]
「改正障害者雇用促進法」公布�[07]
「地方分権改革第 3 次一括法」公布�
[07]
厚労省「待機児童解消加速化プラン」策
定�[07]

2012�
（平成24）

「新・障害者福祉しがプラン～地域で暮ら
し、働き、活動することの実現～」策定�[04]
全国初となる「ファザーリング全国フォーラ
ムinしが」開催�[04]
「障害福祉サービス事業所の造形活動に
おける作品の著作権等の保護のための指
針～著作権等保護ガイドライン～」策定�
[04]

政権交代（自民党・第 2 次安倍内閣発
足）[07]
「日本経済再生本部」設置�[07]
「地域主権推進大綱」閣議決定�[07]
「高齢社会対策大綱」閣議決定�[07]
「認知症施策推進 5か年計画（オレンジプ
ラン）」策定・公表�[07]
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「アールブリュット・インフォメーション＆サ
ポートセンター」を滋賀県社会福祉事業団
内に設置�[04]
びわこ学園特例加算制度を見直し、対象
を通所施設・グループホームに拡大した
「重度障害者包括支援事業」を開始

「子ども・子育て関連 3 法」公布�[07]
「社会保障・税一体改革関連法」公布（改
正消費税法や社会保障制度改革推進法
など 8の法律を含む）�[07]
「障害者優先調達推進法」公布�[07]
「障害者総合支援法」公布�[07]
厚労省「社会的養護の指針、第三者評価
基準等」策定（平成24年度から3 年に1
回の受審を義務づけ）�[07]
「社会保障・税一体改革大綱」閣議決定
（消費税の引き上げ等）�[07]
障がい者制度改革推進会議総合福祉部
会「障害者総合福祉法案（仮称）」提示�
[07]

2011�
（平成23） 滋賀県社協活動推進計画「第三次コミュニティ

プラン」策定 [05]
「東北地方太平洋沖地震」支援本部設置 [04]

東日本大震災 災害派遣活動開始

「第１回滋賀県内避難者の会交流会」開
催�[04]
「ぴかっtoアート展」初開催�[04]
「滋賀マザーズジョブステーション」開設�
[04]
県立社会福祉施設の５施設（日野渓園、
福良荘、安土荘、長浜荘、さつき荘）を社会
福祉法人滋賀県社会福祉事業団へ移管�
[04]
「滋賀県人権施策推進計画～すべての人
が輝く滋賀をめざして～」策定�[04]
「滋賀県地域福祉支援計画」策定�[04]

厚労省「厚生労働省社会保障改革推進
本部」を設置�[07]
「地方分権改革第 2 次一括法」公布�
[07]
「改正障害者基本法」公布�[07]
◆タイ洪水発生�[07]
「規制・制度改革に係る法人」閣議決定
政府・与党社会保障改革検討本部「社会
保障・税一体改革成案」決定�[07]
「障害者虐待防止法」公布�[07]
「改正介護保険法」公布（地域包括ケアシ
ステムの 5つの視点を明示）�[07]
「地方分権改革第 1 次一括法」公布�
[07]
「改正高齢者住まい法」公布�[07]
中央共同募金会「赤い羽根『災害ボラン
ティア・ＮＰＯ活動サポート募金』」創設�
[07]
◆東日本大震災発生

2010�
（平成22） 第1回学区・小地域福祉活動フォーラムin滋賀

開催 [04]
「淡海子ども・若者プラン」策定�[04]
鎌田昭二郎死去

政府・与党社会保障改革検討本部「社会
保障改革の推進について」閣議決定�[07]
「障害者自立支援法等の改正」公布�[07]
中央共同募金会「共同募金運動要綱」改
正等（改革推進のための基盤を整備）
「子ども・子育てビジョン」閣議決定�[07]

2009�
（平成21） 全国校区・小地域福祉活動サミットin 大津開

催 [04]
キャリア支援専門員配置 [05]
災害時における社会福祉協議会相互支援に関
する協定締結

しが外国籍住民支援ネットワーク結成�
[05]

地方分権改革推進委員会第 3 次勧告提
出（国が定める「福祉施設等の最低（指
定）基準」を廃止または条例に委任すべき）�
[07]
生活福祉資金貸付制度改正（10種類の
資金を 4 種類に統合、総合支援資金創
設）�[07]
政権交代（民主党・鳩山内閣発足）�[07]
「子ども・若者育成支援推進法」公布�
[07]
厚労省「地域生活定着促進事業実施要
領」通知�[07]
厚労省「安心生活創造事業」実施�[07]
与党障害者自立支援に関するプロジェクト
チーム「障害者自立支援法の抜本見直し
の基本方針」公表�[07]
「年越し派遣村」に厚労省が講堂を解放�
[07]
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2008�
（平成20） 県社協賛助会員制度の導入

滋賀県権利擁護センターの相談・支援機能の
再編 [05]

滋賀いのちの電話開設�[04]
甲賀市住民による、自治会費に共同募金
や社協会費を上乗せして徴収する自治会
決議に対する訴訟で、最高裁が「思想・信
条の自由を侵害する」ため決議を無効とす
る判決を言い渡す�[04]

◆リーマンショック
後期高齢者医療制度（長寿医療制度）開
始�[07]
「新待機児童ゼロ作戦」発表�[07]
スイス・ローザンヌ市でアール・ブリュットコ
レクション「ジャポン展」開催

2007�
（平成19） 県社協と立命館大学（ボランティアセンター）の

協定プログラム「ボランティアコーディネーター
養成プログラム」開催 [04]
災害ボランティアコーディネーター養成研修開
始 [04]

「滋賀県児童虐待防止計画」策定
あったかタウン事業開始
第 1 回滋賀県連携リハビリテーション学会
開催
「障害者福祉しがプラン」策定
「滋賀県配偶者からの暴力の防止および
被害者の保護に関する基本計画」策定

老齢人口21％超（超高齢社会の到来）
障害者施策における「重点施策実施 5か
年計画」策定�[07]
社会福祉士及び介護福祉士法改正�[07]
日本政府が国連「障害者の権利条約」に
署名�[07]
「福祉人材確保指針」改正�[07]
◆新潟県中越沖地震発生�[07]
コムスン問題発覚�[07]

2006�
（平成18）「子ども未来基金」創設 [05]

立命館大学（ボランティアセンター）と「学術交
流・協力に関する協定」締結 [05]
滋賀県社協活動推進計画「第二次コミュニティ
プラン」策定 [05]
しがボランティアネット（ボランティア地域活動
情報サイト）開設 [04]
滋賀県災害ボランティア活動連絡会結成 [04]

滋賀県認定こども園の認定に関する条例
の施行
近江学園創立60周年、糸賀一雄記念賞
10周年記念行事の開催
認知症相談医制度創設
県障害者自立支援法の激変緩和の特別
対策事業（緊急プログラム）の実施
滋賀県子ども条例施行
「レイカディア滋賀プラン」策定
「滋賀県ひとり親家庭等自立促進計画」
策定

国連で「障害者の権利条約」採択
「就学前の子どもに関する教育、保育等の
総合的な提供の推進に関する法律」（認
定子ども園法）公布
「公益法人制度改革関連法」公布

2005�
（平成17）「きづき・きっかけ・きずなボランティア2005」開

催
福祉サービス事業者苦情解決体制整備状況等
調査の実施 [05]
県立長寿社会福祉センターおよび福祉用具セ
ンターの指定管理者の指定を受ける
高齢者虐待防止相談窓口開設 [05]

認知症専門指導師認証制度創設
働き暮らし応援センターの創設
社会的事業所の創設
次世代育成支援行動計画「子どもの世紀
しがプラン」策定
障害者の「働きたい」を応援する滋賀共同
宣言

「障害者自立支援法」公布�[07]
「高齢者虐待防止法」公布�[07]
「介護保険法」改正�[07]
「障害者雇用促進法」改正�[07]

2004�
（平成16）「みんなちがってみな同じ～社会福祉の礎を築

いた人たち～」発行
第13回全国ボランティアフェスティバルびわこ
大会開催 [04]

「滋賀県社会福祉予算対策委員会」を「地域福
祉施策検討委員会」に改組
福祉人材インターネット職業紹介システム運用
開始 [05]
シニアボランティアマッチングシステムに関す
る調査研究実施

「選べる福祉サービス滋賀特区」開始
「滋賀県住みよい福祉のまちづくり条例」を
改正、条例名を「だれもが住みたくなる福
祉滋賀のまちづくり条例」に改称
「ボーダレス・アートギャラリーNO-MA」の
開設
あったかホーム事業創設

発達障害者支援法公布
「少子化社会対策大綱に基づく重点施策
の具体的実施計画について」（子ども・子
育て応援プラン）策定
◆新潟県中越地震発生�[07]

2003�
（平成15） 滋賀県市町村社協ボランティアセンター連絡

協議会設立 [05]
高齢期の「居場所づくり」に関する調査研究事
業開始
健康福祉サービス第三者評価モデル事業実施 
[05]
健康福祉サービス利用者評価試行事業実施 
[05]

「新淡海障害者プラン」策定
サン・グループ事件訴訟、国・県控訴断念
滋賀県社会福祉協議会とレイカディア振
興財団が統合
「淡海ゴールドプラン（2003改訂版）」策
定

少子化社会対策基本法公布
次世代育成支援対策推進法公布
障害者支援費制度施行�[07]

2002�
（平成14） 総合的健康福祉人材育成・確保システムのあり

方に関する調査研究の実施
滋賀県発達障害者支援センターいぶき開
設

「高齢社会対策対策大綱」閣議決定
「構造改革特区法」公布
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総合的健康福祉人材育成支援機構」設置に向
けた検討を開始 [05]

「アジア太平洋障害者の10年」最終年ハ
イレベル政府間会合の開催
「子どもの虐待防止ネットワーク・しが」（略
称「CAPNeS」）設立

少子化対策プラスワン策定
身体障害者補助犬法公布

2001�
（平成13） 介護保険サービスの自己評価・外部評価のあり

方検討・施行事業の実施
福祉教育と地域への関わりに関する調査実施

（県内学校教員を対象） [05]
福祉のまちづくり・ひとづくりをめざした県民意
識調査実施 [05]

「淡海エンゼルプラン後期重点計画」策定
「滋賀県障害者施策長期構想2010」策
定
滋賀県少子化対策推進本部設置
滋賀県社会福祉事業団に企画事業部を
設置
「健康いきいき21－健康しが推進プラン」
策定

「重点施策実施５か年計画」（新障害者
プラン）策定
児童福祉法改正（主任児童委員を法定
化、保育士資格の法定化等）
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保
護に関する法律（DV防止法）公布
中央省庁再編により厚生労働省発足�
[07]

2000�
（平成12） 滋賀県介護支援専門員連絡協議会結成 [02]

福祉サービスに関する苦情解決事業の開始 
[02] 
運営適正化委員会（苦情解決合議体・運営監
視合議体）設置 [02]

社会福祉法人会計基準制度制定�[07]
「淡海ゴールドプラン2000」策定
「滋賀県健康福祉総合ビジョン」策定
視覚障害者センター開設

社会福祉法等改正�[07]
◆三宅島噴火災害に伴い、全島民が島外
避難�[02]
高齢者、身体障害者等の公共交通機関を
利用した移動の円滑化の促進に関する法
律（交 通 バ リ ア フリ ー 法）公 布�
年金法の改正（年金支給開始年齢の引き
上げ。厚生年金は６０歳を段階的に６５歳
に）
児童虐待の防止等に関する法律（児童虐
待防止法）公布
社会福祉法成立・公布（地域福祉計画の
策定の規定）（社会福祉事業法を改正、名
称変更）
介護保険法の施行、介護保険制度開始�

（ケアマネージャーの発足、措置制度から
契約の時代に。市町村が介護保険の保
険者に）
社会福祉法人会計基準制度制定�[07]

1999�
（平成11） 国際高齢者記念「県民の福祉を考える集い」を

開催 [02]
滋賀の健康福祉を創造する130人会議発足 
[02]

「障害者110番」事業開始 [02]
地域福祉研究誌「滋賀社会福祉研究」創刊 
[02]

「今後５ヵ年間の高齢者保健福祉施策の
方向」（ゴールドプラン21）策定
「重点的に推進すべき少子化対策の具体
的実施計画について」（新エンゼルプラン）
策定
成年後見制度に関する民法の一部を改正
する法律が公布�[02]
地域福祉権利擁護事業がスタート�[02]�
全国の市区町村で要介護認定申請受付
がスタート�[02]
人事院勧告で「福祉職俸給表」の創設が
盛り込まれる�[02]
「地方分権一括法」成立�[07]
厚生労働省設置法成立�[02]
「平成の大合併」スタート�[07]

1998�
（平成10） 県社協ホームページ「shigaのしゃきょうわーる

ど」の設置 [02]
「障害者授産施設及び共同作業所ワークアドバ
イザー設置事業」終了 [02]
教育職員免許取得者介護等体験事業開始 
[02]

「福祉コミュニティプランしが21～滋賀県社会
福祉協議会活動推進計画」を答申 [02]

（社）滋賀県社会就労事業振興センター設
立
淡海ひゅうまんねっと（滋賀県権利擁護セ
ンター・高齢者総合相談センター）設立

特定非営利活動促進法（NPO法）施行
中社審分科会、「社会福祉基礎構造改革
に進めるに当たって（追加意見）」発表�
[07]
「中央省庁等改革基本法」成立�[07]
省庁改革法が成立、2001年から１府12
省庁へ�[02]�
中央社会福祉審議会「社会福祉構造改
革分科会」が中間まとめを発表�[02]
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精神薄弱の用語の整理のための関係法
律の一部を改正する法律公布（法令上
「精神薄弱」の用語が「知的障害」に改め
られる）

1997�
（平成9） 介護支援専門員試験準備講座実施 [02]

ふれあいいきいきサロン研究会設置 [02]
介護保険プロジェクトチームを設置 [02]

「糸賀一雄記念賞」創設
「淡海エンゼルプラン」（滋賀県子育て支
援総合計画）策定
「淡海障害者プラン」（ノーマライゼーショ
ン６ヵ年計画）策定
県立福祉用具センター開設

精神保健福祉士法公布
介護保険法公布
「言語聴覚士法」公布�[02]
「改正児童福祉法」公布�[02]�
小中学校教員志望学生に介護体験を義
務付ける「教職員免許法の特例法が成立�
[02]�
消費税 3％から5％引上げ

1996�
（平成8） 県社協活動推進計画検討委員会設置 [02] サン・グループ事件

レイカディア新指針の策定
糸賀一雄記念財団設立
24時間対応型総合在宅福祉サービス県
単独事業の創設

初の「高齢者社会対策大綱」閣議決定�
[07]
エイズ薬害で菅厚生大臣が謝罪、国の責
任を認める�[02]

1995�
（平成7） 滋賀県地震災害総合訓練の実施（以後毎年実

施） [02]
福祉施設経営相談室を開設 [02]

「淡海フィランソロピーネット」結成 [02]
滋賀県社会福祉関係者「阪神大震災」支援対
策会議の設置 [02] 
阪神大震災救援ボランティアの相談・登録の受
付及びコーディネートの実施 [02]

滋賀県住みよい福祉のまちづくり推進協議
会設立�[02]
田村一二死去
県立聴覚障害者センター開設
甲賀郡心身障害児・者サービス調整会議
設置
滋賀県住みよい福祉のまちづくり条例全面
施行�[02]

「障害者プラン―ノーマライゼーション７ヵ
年戦略」策定
高齢社会対策基本法公布
人事院勧告によりボランティア休暇制度導
入へ�[02]
精神保健福祉手帳制度の導入�
全社協、「事業型社協推進の指針」作成�
[02]
精神保健法を精神保健福祉法と改称
◆地下鉄サリン事件�[02]
◆阪神・淡路大震災発生

1994�
（平成６） 第１回福祉職場説明会の開催（以後毎年実施） 

[02]
「事業型社協推進事業」開始 [02]

滋賀県住みよい福祉のまちづくり条例公
布、一部施行�[02]
滋賀県歯科保健将来構想（8020歯つら
つしが）策定�[02]
滋賀県高齢者保健福祉計画策定（湖国し
が新ゴールドプラン）�[02]

新ゴールドプラン策定�[02]
エンゼルプラン策定�[02]
サン・グループ事件発覚
高齢化率が14％を超えて、高齢社会へ突
入
高齢者身体障害者等が円滑に利用できる
特定建築物の建築の促進に関する法律

（ハートビル法）公布
子どもの権利条約批准

1993�
（平成５） 県社協事務所を厚生会館から長寿社会福祉セ

ンターへ移転 [02]
「滋賀県福祉人材センター」として、人材情報課
と研修課が設置される [02]

県、第１回障害の日記念のつどい・ハート
フェスティバルの開催�[02]
県介護福祉士会設立�[02]
県立長寿社会福祉センター（レイカディア
センター）開所�[02]
滋賀県同和対策新総合推進計画＜改定
計画＞策定�[02]
「滋賀県老人大学校�」の名称を「滋賀県
レイカディア大学」に改称

障害者基本法の制定�[02]
地方老人保健福祉計画を全市町村・都
道府県で作成
アジア太平洋障害者の10年（1993～
2002）
福祉用具の研究開発及び普及の促進に
関する法律公布�[02]
厚生省告示「国民の社会福祉に関する活
動への参加の促進を図るための措置に関
する基本的な指針」�[02]
改正老人福祉法・老人保健法施行（保健
福祉圏域の設定の法定化・老人福祉身体
障害福祉の市町村への権限委譲）

1992�
（平成４） 福祉人材センターが、「福祉人材無料職業紹介

事業」の認可を受ける [02]
「国連障害者10年の最終年」全国キャンペーン

の実施 [02]

県立びわ湖こどもの国開設
県立精神保健総合センター開設�[02]
湖国しがゴールドプラン（高齢者保健福祉
推進10ヵ年戦略）策定�[02]

社会福祉事業法改正（社協事業に「社会
福祉を目的とする住民参加のための援助」
を追加、都道府県人材センターの指定）�
[02]
福祉人材確保法公布�[02]
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滋賀県車いす探検隊結成
地域福祉総合推進事業－ふれあいのまちづく
り事業－開始 [02]
滋賀県社会福祉協議会40年史の刊行 [02]

新社会福祉協議会基本要項策定�[02]

1991�
（平成３） 滋賀県民間社会福祉経営者協議会設立 [02] 

ホームヘルパー３級課程講習開始 [02]
県より福祉人材情報センター運営事業委託 
[02]

滋賀県福祉人材情報センター開設
滋賀県国民年金基金設立�[02]

育児休業等に関する法律（育児休業法）
公布
ふれあいのまちづくり事業開始�[02]

1990�
（平成２） 学区社協活動のあり方検討委員会設置 [02]

福祉サービス公社等調査検討委員会設置 
[02]
ワークアドバイザー設置事業開始 [02]

第３回全国健康福祉祭びわこ大会（ねん
りんピック’90）開催�[02]
県立障害者福祉センター開設�[02]
財団法人レイカディア振興財団発足�[02]

老人福祉法等の一部を改正する法律公布
（社 会 福 祉 関 係 八 法 の 改 正）�
（在宅福祉サービスの積極的展開、福祉
サービスの権限を原則として市町村に一
元化、地方老人保健福祉計画の策定を自
治体に義務化）

1989�
（平成１） 世帯更生資金自動引き落とし制度導入 [02]

児童福祉推進会議開催 [02]
福祉活動推進校「ワークキャンプ事業」開始 
[02]
介護福祉士資格取得準備講座開催 [02]
全市町村において、社協法人化達成 [02]

滋賀県新社会福祉計画策定・新福祉圏
構想策定�[02]
在宅老人福祉の緊急整備方針発表�[02]
宇野宗祐外相、第13代自民党総裁に選
出、第75代・47人目の首相指名を受け宇
野内閣発足＜滋賀初の総理誕生＞�[10]

厚生・大蔵・自治「高齢者保健福祉推進
10ヵ年戦略」（ゴールドプラン）策定
初の大型間接税・消費税実施�[10]
社会福祉関係三審議会合同企画分科会、
「今後の社会福祉のあり方について」意見
具申（社会福祉事業の見直し、福祉サービ
スの供給主体のあり方、在宅福祉の充実
と施設福祉の連携強化、市町村の役割重
視）
昭和から「平成」に改元�[02]

1988�
（昭和63） アジア・ソーシャルワーカー日本研修プログラ

ム地方実習における研修生の受け入れ [02]
近畿ブロック府県指定都市地域児童福祉推進
会議開催 [02]
在宅福祉システム化モデル社協の指定（甲西
町） [02]

第１回琵琶湖長寿科学シンポジウム開催
滋賀県地域保健医療計画策定・保健医
療圏設定

全国健康福祉祭（ねんりんピック）が、兵庫
県で開催�[02]
民間事業者による在宅介護サービスおよ
び在宅入浴サービスのガイドラインについ
て通知�[02]
グループホーム国庫補助制度創設
在宅老人デイサービス事業の実施につい
て通知�[02]

1987�
（昭和62） 県市町村社会福祉協議会会長会設立 [02]

心配ごと相談所運営強化検討委員会設置 
[02]
ふれあい基金がボランティア基金の認定を受け
る [02]
ふれあい基金助成開始 [02]

池田太郎死去
抱きしめてBIWAKO開催（26万人参
加）
「レイカディア10ヵ年プラン」策定
滋賀県高齢者総合相談センター「シル
バー110番」開設�[02]
「湖国21世紀ビジョン」を知事に答申�[02]
岡崎英彦死去

精神衛生法を精神保健法と改称
社会福祉士及び介護福祉士法成立�[02]
社団法人シルバーサービス振興会設立�
[02]

1986�
（昭和61） 社 会 福 祉 施 設 経 営 者・施 設 長 懇 談 会 実 施 

[02]
国際社会福祉会議滋賀集会開催 [02]
市町村社協強化計画策定推進会議開催 [02]
地域福祉計画策定小委員会設置 [02]

国際社会福祉会議滋賀県集会開催
県、レイカディア推進本部設置�[02]

総務省、わが国の老人1,280万人、総人
口の10.5％と発表�[02]
長寿社会対策大綱について閣議決定�
[02]

1985
（昭和60） 県ボランティアセンター運営指針検討委員会設

置 [02]
「県民一日福祉の日」事業推進 [02]
「特別養護老人ホームにおける痴呆性老人等実

態調査」実施 [02]
薬物乱用防止対策事業開始 [02]
社会福祉施設振興基金（内藤基金）設置、61年
度より助成開始 [02]

平均寿命、男性74.8歳、女性80.7歳�
[02]
ボラントピア事業実施�[02]
男女雇用機会均等法公布�[02]
身体障害者団体連絡協議会設立�[01]
国際青年年（ＩＹＹ）スタート、厚生省、「人
生80年型社会懇談会」を設置�[02]
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心配ごと相談所ネットワーク事業開始 [02]

1984�
（昭和59） 心配ごと相談員中央セミナー開始 [02]

世帯更生資金貸付制度検討委員会設置 [02]
地域と施設の交流事業開始 [02]

「心配ごと相談事例問答集」発行 [02]

県立むれやま荘（身体障害者更生施設）
開設

総理府、国民生活意識調査を発表（90％
が自分の生活程度を中流と認識）�[02]
日本人の平均寿命は男女ともに世界一、
簡易生命表発表�[02]
65歳以上の独居老人、100万人突破�
[02]

1983�
（昭和58） 複式簿記会計への移行について、市町村社協

の指導を始める [02]
心配ごと移動相談センター開始 [02]
家庭奉仕員初任者研修会開始 [02]
第１回滋賀県社会福祉学会開催 [02]
障害者問題小委員会設置 [02]

県、福祉圏地域療育事業創設 厚生省、在宅心身障害児（者）療育事業
実施要綱を施行�[02]
社会福祉事業の一部を改正する法律公
布施行（市町村社協の法制化）�[02]
国連障害者の10年（1983～1992）

1982�
（昭和57） 市町村社協法制化に伴う署名請願運動 [02] 

署名獲得数81,512名（目標56,700名）
民間社会福祉事業振興福祉基金を「ふれあい
基金」に改称 [02]
県民福祉活動推進会議開催 [02]

県障害者施策推進本部設置
「滋賀県障害者対策長期構想」策定
滋賀県障害者対策長期構想策定�[02]
滋賀県ホームヘルパー協会設立�[02]
滋賀県薬物乱用対策推進本部設置�[02]
県民福祉活動推進会議開催�[02]

家庭奉仕員派遣事業の対象拡大と費用
徴収制度導入�[02]
老人保健法公布�[02]
地域改善対策特別措置法公布

1981�
（昭和56） 第17回全国身体障害者スポーツ大会「ふれあ

い広場」設置運営 [02]
ふれあい運動推進大会開催 [02]
社会福祉関係職員集中講座開始 [02]
福祉問題研究奨励金開始 [02]

「共同（働）作業所アンケート調査」実施 [02]

第17回全国身体障害者スポーツ大会び
わこ大会開催
障害者生活ホーム運営費　県単独補助
制度の創設
◆超一級寒波により県北部が昭和38年を
超える戦後最大の豪雪。余呉町中河内で
史上最高の積雪 6 ㍍55㌢・湖北 3 町で
14地区孤立死者５人・家屋全壊91戸な
ど、被害総額60億円＜56豪雪＞�[10]
滋賀県社会福祉計画策定・福祉圏構想
策定

政府、毎年12月９日を障害の日と決定�
[02]
全社協、地域福祉特別委員会設置
母子福祉法を母子及び寡婦福祉法と改
称
厚労省、ベビーホテルの事故多発化のた
め、都道府県に一斉点検指示�[02]
国連「国際障害者年」ノーマライゼーショ
ンの理念明確に。

1980�
（昭和55） 国際障害者年社協活動推進要項策定 [02]

県ボランティアセンター開所 [02]
第１期ボランティアスクール開講 [02]
身体障害者とのふれあいを深める運動推進協
議会設置 [02]
老人友愛訪問運動発展的解消 [02]

共同作業所滋賀地域連絡会発足�[02] 市町村社協モデルを策定�[02]
全国ホームヘルパー協議会設置�[02]
世帯更生資金貸付業務電算化標準プロ
グラム作成�[02]

1979�
（昭和54） 県民福祉大学校開校（大津市、彦根市） [02]

児童福祉問題小委員会設置 [02]
父子家庭介護人派遣事業開始 [02]
学童・生徒のボランティア活動普及事業開始 
[02]
県社協活動基本構想委員会設置 [02]

初の高齢者白書発行�[02]
全社協、在宅福祉サービスのあり方に関す
る研究委員会報告「在宅福祉サービスの
戦略」を発表�[02]
国際人権規約批准�[02]
養護学校義務制の実施�[02]
国際児童年スタート�[02]

1978�
（昭和53） 老人福祉問題懇談会設置 [02]

「地区（学区）社協実態調査」実施 [02]
市町村社協ボランティア活動育成要項策定 
[02]
民間社会福祉事業振興福祉基金創設 [02]

滋賀県老人大学校開校
心身障害者共同作業所への県助成制度
創設

社会経済国民会議「日本型福祉社会」を
提言
日本テレビ「愛は地球を救う」チャリティキャ
ンペーン実施�[02]
ボランティア災害共済制度の創設�[02]
共同募金会、「共同募金運動の改善方
策・募金の飛躍的増加―1,000億円への
挑戦」を決定�[02]
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1977�
（昭和52） 近畿ボランティア研究集会（希望ヶ丘）開催 

[02]
「たすけあい」作文コンクール実施 [02]

世帯更生資金の同和枠廃止 [02]
社協活動基本構想委員会設置 [02]
社 会 福 祉 予 算 確 保 総 決 起 集 会・デモ行 進 
[02]

大津市で心身障害児通園事業「やまびこ
教室」開設

１歳６ヵ月児健診開始
「全国共同作業所連絡会」発足�[02]
厚労省、「市町村保健センター」を10ヵ年
計画で全国に設置を発表�[02]
「民生委員の日」制定および「民生委員児
童委員活動強化週間」の実施�[02]
学童・生徒ボランティア活動普及事業に国
の助成�[02]

1976�
（昭和51）「市町村社協職員実態調査」実施 [02]

福祉の町づくり運動スタート [02]
「家庭奉仕員実態調査」実施 [01]

老人福祉を推進するための懇談会開催 [02]

滋賀県保健医療計画策定・保健医療圏
設定
県人口が100万人突破�[02]

「社会福祉施設を経営する社会福祉法人
の経理規程準則」制定�[02]
中央社会福祉審議会、「社会福祉教育の
あり方について」意見具申�[02]
全社協、中央ボランティアセンター設置�
[02]
全社協社会福祉懇談会、これからの社会
福祉＝低成長下におけるそのあり方を発表�
[02]
「社会福祉施設を経営する社会福祉法人
の経理規程準則」制定�[02]

1975�
（昭和50）「ひとり暮らし老人実態調査」実施（全国一斉） 

[02]
民生委員児童委員活動刷新強化委員会設置 
[02]
滋賀ボランティア連絡協議会結成 [02]
県在宅重度障害者住宅増改築資金貸付事業
開始 [02]

(財)滋賀県解放県民センター設立�[02]
県立福良荘（特別養護老人ホーム）開設

地方制度調査会「地方財政のあり方に関
する答申」で福祉見直しを提起�[02]
労働条件改善委員会発足（労基局）�[02]
全社協、社会福祉研修センター設置�[02]

1974�
（昭和49） 市町村社協の法制化陳情、県議会で採択（25

日） [02]
民間施設職員確保対策委員会発足 [02]

「市町村社協職員処遇調査」実施 [02]
県家庭奉仕員連絡協議会事務局を県社協に
移管 [02]

乳幼児健診体制「大津方式」創設
県立軽費老人ホームきぬがさ荘開設

都道府県・指定都市老ク連に国庫補助に
よる老人クラブ活動推進員を設置�[02]
全社協、「市区町村社協の法制化ならび
に拡充強化についての陳情運動の推進」
を通知、全国的取り組みを強化�[02]
特別児童扶養手当法を特別児童扶養手
当等の支給に関する法律と改称
厚生省「社会福祉施設における運営費の
運用について」通達（100号通知）�[02]

1973�
（昭和48） 種別協議会及び委員会規程（一部改正）施行 

[02]
市町村社協予算対策特別委員会発足 [02]
種別協議会及び委員会規程（一部改正）施行 
[02]
県経済同友会との懇談会開催 [02]

近江学園、大津市南郷から石部町に移転
大津市、障害児入所希望者の幼稚園・保
育所への全入を制度化
老人医療無料化制度（70歳以上）を実施

政府はこの年を福祉元年とする
◆石油危機�[02]
全社協、「市区町村社協活動強化要項」
策定�[02]
労働省、都道府県労働基準局に社会福
祉施設の自主点検による労働条件改善
指導を指示�[02]
孤独死老人ゼロ運動の展開
療育手帳制度の導入
老人医療無料化制度を実施（70歳以上）�
[02]

1972�
（昭和47） 初の全県老人友愛訪問運動研究協議会の開

催 [06]
本会広報誌「滋賀社会福祉」を「福祉しが」と改
題 [01]
県民間社会福祉施設整備資金貸付事業開始 
[01]
県老人向住宅増改築資金貸付事業開始 [01]
小口資金貸付事業の同和地区生活資金貸付
枠を廃止 [01]

「同和地区福祉実態調査」実施 [01]

県障害者施策推進協議会設置 心身障害児通園事業実施要綱施行�[01]
社会福祉協議会シンボルマークの制定�
[01]
沖縄の施政権変換＜沖縄県本土復帰＞�
[10]
児童手当制度発足�[01]
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1971�
（昭和46） 県民福祉講座開催 [01]

県社協特別会員制度実施 [01]
「学区社協実態調査」実施 [01]

社会福祉協議会特別会員制度研究委員会設
置 [01]

「県下ボランティア実態調査」実施 [01]
老人友愛訪問運動実施要綱策定 [01]
社会福祉協議会強化対策委員会設置 [01]

◆ドルショック
日本人の平均寿命、男70.17歳、女75.58
歳となる�[01]
滋賀県家庭奉仕員連絡協議会発足�[01]
老齢年金（10年年金）の支給開始�[01]
重度身体障害者福祉工場の建設（静岡、
広島、大分）決定�[01]
環境庁発足�[01]
児童手当法公布
国民年金（10年年金）の支給開始�[01]

1970�
（昭和45）「独居老人実態調査」実施（全国一斉） [01]

「老人家庭奉仕員実態調査」実施 [01]
「教育と社会福祉」「企業と社会福祉」研究委員

会設置 [01]

県立日野渓園（救護施設）開設
びわこ学園重症心身障害児県単独特別
加算の創設

老齢人口7.1％（高齢化社会）
厚生省、社会福祉施設緊急整備五ヵ年計
画策定
心身障害児家庭奉仕員派遣事業運営要
綱施行�[01]
婦人民生委員児童委員「丈夫な子どもを
育てる母親運動」を全国的に展開�[01]
経済審議会「高福祉」「高負担」を盛った
新経済社会発展計画を発表�[01]
大阪万博開催
全国社会福祉協議会職員退職手当積立
基金制度発足�[01]

1969�
（昭和44）「同和福祉モニター調査」実施 [01]

「父子家庭実態調査」「事故家庭遺児の実態調
査」（全国一斉） [01]

「善意の日」推進委員会設置 [01]
小口資金貸付事業の中に「同和地区生活資金
貸付制度」を組み込む [01]
県地方市町村社協職員連絡協議会結成 [01]
滋賀県市町社協職員連絡協議会設立

心身障害者扶養保険制度実施�[01]
行政管理庁、特別養護老人ホームの不
足、施設一般の運営の改善を厚生省に勧
告�[01]
同和対策事業特別措置法公布�[01]
家庭奉仕員事業国庫補助�[01]

1968�
（昭和43） 心配ごと相談所連絡協議会結成 [01]

「近江むかし話」発刊 [01]
「滋賀県社会福祉協議会の強化対策について」

理事会小委員会設置 [01]
県厚生会館竣工 [01]
事務局移転（大津市京町四丁目３番28号　厚
生会館内） [01]

「居宅ねたきり老人実態調査」実施（全国一斉） 
[01]

糸賀一雄、滋賀県児童福祉施設等新任
職員研修会（ 9 /17）において講義中に倒
れ、9 /18に死去

◆十勝沖地震発生
「児童権利宣言」国連で採択�[01]

1967�
（昭和42） 県厚生会館起工式挙行 [01]

県子ども会指導者連絡協議会結成 [01]
世帯更生資金に同和枠設定 [01]

大津市民健康相談所開設
県下初の特別養護老人ホーム淡海荘開
設
滋賀県社会福祉事業団設立

児童福祉法一部改正により重症心身障害
児施設の法定化
行政管理庁「生活保護に関する行政監察
結果」を厚生大臣に勧告�[01]
行政管理庁「共同募金に関する勧告」を
厚生大臣に行う�[01]
朝日訴訟、最高裁判判決（本人死亡により
終了）

1966�
（昭和41） 小口資金貸付制度貸付事業開始 [01]

民間社会福祉事業職員研修事業開始 [01]
「民間社会福祉事業職員実態調査」実施 [01]

厚生福祉会館建設委員会結成（本会事務局担
当） [01]

日野町に養護老人ホームさつき荘（日野町
立）開設
日野町に県立しゃくなげ園（精神薄弱者福
祉施設）を開設
県青少年育成県民会議発足�[01]

（社福）びわこ学園、野洲町に第二びわこ
学園を開設

厚生年金基金制度発足�[01]
特別児童扶養手当法公布
敬老の日（９月15日）国民の祝日に決定�
[01]
市町村社協福祉活動専門員設置（国庫
補助開始）�[01]
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県民生委員児童委員協議会連合会婦人部発
足 [01]
滋賀県社会福祉総連盟結成 [01]

日本の総人口、１憶人突破�[10]

1965�
（昭和40） 県老人福祉施設協議会発足 [01]

民生委員一斉改選研究委員会設置 [01]
同和地区実態調査報告書作成 [01]
県児童収容施設協議会発足 [01]

信楽青年寮の職員、家族による奥瀬ホー
ム開設
滋賀県老人福祉施設協議会設立
大津市母子福祉センター開設
滋賀県児童収容施設協議会設立
滋賀県精神薄弱者愛護協会設立

第１回全国身体障害者スポーツ大会（岐
阜県）�[01]
国勢調査実施（総人口98,274,961人）�
[01]
第１回全国社協職員大会開催（以後毎
年）�[01]
母子保健法公布
保健福祉地区組織育成協議会の国庫補
助対象を社会福祉協議会とする�[01]

1964�
（昭和39） 民生児童委員活動研究集会開催 [01]

「同和地区における子供会組織の実態調査」実
施 [01]
同和地区福祉推進員設置（５市12町村、33地
区、62名） [01]

東海道新幹線営業開始�[01]
東京オリンピック開催
重度精神薄弱児扶養手当法公布
母子福祉法公布�[01]
福祉事務所に家庭児童相談室の設置�
[01]
◆新潟地震発生

1963�
（昭和38） 老人福祉会議開催（45年まで） [01]

「民生委員意識調査」実施 [01]
「共同募金運動協力方策委員会」設置 [01]

社会福祉活動指導員設置（２名） [01]
「滋賀県における同和地区の概況」報告書作成 

[01]

彦根市鳥居本町にさざなみ学園（虚弱児
施設）開設
長浜市加田町に県立長浜荘（老人ホーム）
開設
滋賀県民生委員協議会連合会結成
大木会、大津市神出開町に西日本で最初
の重症心身障害児施設びわこ学園開設
県善意銀行発足�[01]

作家水上勉氏、「拝啓池田総理大臣殿」
を中央公論に発表�[01]
国保、世帯主の給付が 7 割となる�[01]
朝日訴訟、東京高裁適法判決
老人福祉法公布�[01]
福祉活動指導員・企画指導員の設置

1962�
（昭和37） 社会福祉予算確保緊急滋賀県大会開催 [01]

第１回県地域子供会指導者研修会開催 [01]
同和問題相談員設置 [01]
種別協議会及び委員会規程制定 [01]
事務局に同和部設置 [01]

県老人クラブ連合会結成�[01]
県同和保育協議会結成�[01]
滋賀県保育協議会設立

拠出制国民年金の支払開始�[01]
児童扶養手当法公布
老人家庭奉仕事業開始�[01]
全社協「社会福祉協議会基本要項」を策
定
義務教育の教科書、無償となる�[01]

1961�
（昭和36） 第１回老人大学開校 [01]

医療費貸付事業を世帯更生資金貸付制度に
統合 [01]
県社協10周年記念事業として福祉会館建設を
採択 [01]

大木会、大津市南郷町に一麦寮（年長男
子の精神薄弱児施設）開設

児童扶養手当法公布
社会福祉施設職員退職手当共済法施行�
[01]
日赤、愛の献血運動を開始�[01]
３歳児健康診断実施（児童福祉法一部
改正）�[01]
国民年金（拠出型年金）発足�[01]
世帯更生運動を「しあわせを高める運動」
と改称�[01]

1960�
（昭和35） 福祉会館建設に関する関係団体長協議会開催 

[01]
第２次社会福祉モデル地区の設定 [01]
同和対策事業事務費特別会計設置 [01]

信楽寮を信楽学園と改称 国民所得倍増計画が決定
朝日訴訟一審判決、現行生活保護基準
は違憲と判決�[01]
身体障害者雇用促進法公布
心配ごと相談所に国庫補助�[01]
精神薄弱者福祉法公布

1959�
（昭和34） 福祉会館（仮称）建設について初会合 [01]

県保健福祉地区組織育成委員会発足 [01]
老人クラブ推進協議会開催 [01]

県保母結成総会 国連「児童権利宣言」採択
共同募金倍加運動実施�[01]
◆伊勢湾台風発生
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青少年緑の家落成 [01]
県民間社会福祉事業職員共済会発足 [01]

日本心身障害児協会発足�[01]
児童福祉週間の実施�[01]
保健福祉地区組織育成中央協議会（育
成協発足）�[01]
国民年金法公布

1958�
（昭和33） 社協活動白書「しあわせとともに」発行 [01]

第１回市町村社協会長会議開催 [01]
婦人民生児童委員分科会設置 [01]

「としよりの福祉を高める県民会議」開催 [01]
青少年緑の家（志賀町）建設 [01]
県国民年金制度推進委員会設置 [01]
社会福祉予算対策委員会設置 [01]

県里親連合会発足�[01] 国民健康保険法公布
厚生省、人口動態発表（平均寿命は男65
歳、女69歳）�[01]
第９回国際社会事業会議（東京）�[01]
厚生省、保育所措置費の保育単価制実
施�[01]
民生委員互助共励事業開始�[01]
世帯更生資金貸付事務費の国庫補助開
始�[01]

1957�
（昭和32） 国民年金制度促進運動 [01]

県老人福祉研究集会開催 [01]
医療費貸付資金貸付事業開始 [01]
第１回小地域社協研究集会開催 [01]

第１回保育研究集会開催�[01]
大津市打出浜に母子福祉センターのぞみ
荘開設
東浅井郡浅井町に県立滋賀整肢園開設
滋賀県私立保育連盟設立
婦人児童課内に県立婦人相談所を開設

第１回老人の福祉をたかめる国民会議開
催（東京）�[01]
朝日訴訟（朝日茂、生活保護の実態が憲
法25条に違反しているとして、厚生大臣を
東京地裁に提訴）
「市町村社会福祉協議会当面の活動方
針」決定�[01]
「世帯更生資金制度要綱」策定�[01]
低所得者の医療費貸付制度創設（予算
２億円）�[01]
国庫負担率５割への引下げに反対する
保育所危機突破運動を全国的に展開。
保母の童謡デモで世論動かす�[01]

1956�
（昭和31） お年玉付５円年賀葉書完売運動 [01]

近畿・東海・北陸地方社協共募指導者研修会 
[01]
社協活動白書発行 [01]
民生児童委員活動事例集「ともしびはかがやく」
発行 [01]
世帯更生資金貸付事業開始 [01]

滋賀県立点字図書館開設
財団法人大木会設立

国連総会、日本の国連加盟可決�[01]
厚生省、身体障害者実態調査を実施（全
国で785,000人と推定）�[01]
厚生省、全国母子世帯調査を実施（全国
の母子世帯115万）�[01]
第１回世界子供の日実施�[01]
売春防止法公布

1955�
（昭和30） 保母講習会開催 [01]

近畿民生児童委員研修会開催（比叡山） [01]
県社協表彰規程制定 [01]
婦人民生児童委員研究協議会開催 [01]
授産事業振興に関する陳述書、知事に提出 
[01]

全国初の知的障害者の作品展「全国忘
れられた子らの作品展」の開催
信楽青年寮（児童福祉法の対象年齢をこ
えた精神薄弱児、身体障害者支援施設）
開設

世帯更生貸付制度発足
〝蚊とハエのいない生活″実践運動の展開
を閣議決定�[01]
全国社会福祉協議会連合会を全国社会
福祉協議会と改称
厚生行政基礎調査により、全国の貧困者
1,100万人と発表�[01]

1954�
（昭和29） 世帯更生運動ケース事例集発行 [01]

事務局移転、滋賀会館４階へ 
大津市東浦１番町３番地 [01]
第１回保母講習会実施 [01]

「県世帯更生運動実施要綱」策定 [01]

県保育所連盟設立総会�[01]
滋賀県保育所連盟設立

第１回里親委託促進月間実施�[01]
日本社会福祉学会設立�[01]

1953�
（昭和28） 歳末たすけあい（持寄り）運動開始 [01]

養老施設連絡協議会発足 [01]
県精神薄弱児育成協議会発足�[01]
あざみ寮（年長女子の精神薄弱児職業指
導施設）開設
日向弘済学園（年長男子の知的障害児の
職業指導施設）開設
大津市松本本宮町に、私立滋賀保護院

（生活保護施設）を開設

厚生省「児童委員制度の運営について」
（児童委員活動要領）通知�[01]
民生委員法一部改正（公的扶助機関との
協力関係明記）�[01]
厚生省、全国保護児童調査を実施

（743,600人と推計）�[01]
日本社会事業職員組合の結成�[01]
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大津市南町に、市立幼児院開設 生業資金、修学資金等貸付開始（母子福
祉資金貸付等に関する法律）�[08]
厚生省、全国的な混血児実態調査を実施�
[01]

1952�
（昭和27） 第７回全国民生児童委員大会 [01]

児童憲章制定一周年記念式典挙行 [01]
県社協社会福祉法人に組織変更 [01]
児童福祉施設交歓会開催 [01]

滋賀県精神薄弱児育成会（手をつなぐ親
の会）結成
滋賀県立信楽寮（年長男子の中・軽度精
神薄弱児更生施設）開設

母子福祉資金の貸付等に関する法律公
布
「としよりの日」制定�[01]
中央社会福祉協議会を全国社会福祉協
議会連合会と改称

1951�
（昭和26） 児童文化財の収集 [01]

児童憲章制定記念式挙行 [01]
家庭を求める子どもたちの写真展 [01]
夏季保養所開設 [01]
滋賀県社会福祉協議会設立

滋賀県身体障害者連合会発足
県立米原児童相談所開設
財団法人滋賀県共同募金委員会�[08]

福祉事務所発足
サンフランシスコ講和会議�
日米安全保障条約調印
児童憲章制定
社会福祉事業法公布
中央社会福祉協議会設立

1950�
（昭和25）

県、身体障害者更生相談所開設
生活被保護世帯一斉調査実施�[08]
「椎の木会」が、大津市石山南郷町に重
度の精神薄弱児施設落穂寮を開設
大津市神出町に大津市立乳児院開設

社会保障制度審議会「社会保障制度に
関する勧告」提出
◆朝鮮戦争勃発

（新）生活保護法公布

1949�
（昭和24）

県立安土保護院（養老施策）開設
県内各地で初の成人式開催�[10]

身体障害者福祉法公布（戦傷者対策身
体障害者手帳制度の導入）

1948�
（昭和23）

岡崎英彦、近江学園園医就任
児童福祉法施行により、近江学園が養護
施設兼精神薄弱児施設に認可（県立とな
る）
大津児童相談所開設
県立児童相談所、児童一時保護所を大
津市関寺町に設置�[08]

社会保障制度審議会設立
少年法・民生委員法公布
児童相談所開設

1947�
（昭和22）

第１回県共同募金委員会開催�[08]
近江学園の後援会「椎の木会」結成
近江学園が生活保護法の保護施設とし
て、認可される

児童福祉法公布
第１回共同募金開始
第１回統一地方選挙開始。公選第１回
知事・市町村長選挙�[10]

1946�
（昭和21）

糸賀一雄・池田太郎・田村一二、大津市
南郷町に近江学園（戦災孤児、生活困窮
児および精神薄弱児のための施設）を開
設
三津浜学園、石山学園閉鎖

日本国憲法公布
（旧）生活保護法公布
ＧＨＱ覚書「社会救済」指令

1945�
（昭和20）

「生活困窮者緊急生活援護要綱」を閣議
決定
厚生省に社会局復活
◆終戦
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